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回　次
単位

第115期中間 第116期中間 第117期中間 第115期 第116期

決算年月 令和元年9月 令和2年9月 令和3年9月 令和2年3月 令和3年3月

経常収益 百万円 17,737 16,717 18,296 35,006 32,735

経常利益 百万円 2,319 2,689 3,444 5,667 3,843

中間純利益又は当期純利益 百万円 1,002 1,625 2,106 3,256 2,307

資本金
（発行済株式総数）

百万円
（千株）

38,653
普通株式	 （37,180）
第二種優先株式	 （7,500）

38,653
普通株式	 （37,180）
第二種優先株式	 （7,500））

38,653
普通株式	 （37,180）
第二種優先株式	 （7,500）

38,653
普通株式	 （37,180）
第一種優先株式	 （－）
第二種優先株式	 （7,500）

38,653
普通株式	 （37,180）
第一種優先株式	 （－）
第二種優先株式	 （7,500）

純資産額 百万円 136,068 131,606 131,712 129,765 132,539

総資産額 百万円 2,316,281 2,515,789 2,597,596 2,321,258 2,543,802

預金残高 百万円 2,001,649 2,097,897 2,163,004 1,981,856 2,105,327

貸出金残高 百万円 1,445,228 1,494,452 1,516,157 1,459,081 1,505,450

有価証券残高 百万円 616,272 565,282 611,510 561,289 596,876
単体自己資本比率
（国内基準） % 9.60 10.45 10.67 9.84 10.51
従業員数
（外、平均臨時従業員数）

人
（人）

1,467
（466）

1,440
（475）

1,403
（472）

1,416
（469）

1,392
（479）

（注）1．自己資本比率は、（（中間）期末純資産の部合計－（中間）期末新株予約権）を（中間）期末資産の部の合計で除して算出しております。
2．単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。

○公的資金の返済について
　 平成30年5月11日に公的資金に係る第二種優先株式17,500千株のうち10,000千株を自己株式として取得後、消却し、公的

資金350億円のうち200億円を返済しております。

　投資信託は、179億円の販売を行い、生命保険は55億円、
公共債は2億円の販売・募集を行いました。
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■生命保険■投資信託 ■公共債（単位：億円） 

　預金は、前年度末比576億円増加の2兆1,630億円となりま
した。
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（単位：億円） ■ 総預金 ■ 個人預金 

 業績の概要
単体決算

主要な単体経営指標の推移

預金 預かり資産

　貸出金は、前年度末比107億円増加の1兆5,161億円となり
ました。

　コア業務純益は、35億円を計上し、経常利益は34億円、中
間純利益は21億円となりました。
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■ 総貸出金 ■ うち中小企業及び個人（単位：億円） 
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■コア業務純益 ■ 経常利益 ■中間純利益（単位：億円） 

貸出金 コア業務純益・経常利益・中間純利益
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　経常収益は、有価証券利息配当金や役務取引等収益の増加、
国債等債券売却益や貸出債権売却益の増加によるその他業務
収益の増加などから、前年同期比16億4百万円増加の201億
32百万円となりました。 

　経常費用は、国債等債券売却損の減少によるその他業務費
用の減少や、営業経費の減少があったものの、信用コストの
増加により、前年同期比8億58百万円増加の165億92百万
円となりました。

事業の概況

※		金融再生法開示債権比率は、総与信に対する金融再生法開示債権の比率です。

　自己資本比率は、前年度末比0.16ポイント上昇の10.67％
となりました。
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（単位：％） 
■自己資本 自己資本比率

（単位：億円） 

　金融再生法ベースの不良債権比率は、前年度末比0.03ポイ
ント減少し2.58％となりました。
　地域金融機関として、お客様の実態把握に努め、経営改善
に向けた支援体制の強化と信用リスク管理に努めております。
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〈金融再生法開示債権残高及び比率の推移〉
■ 要管理債権 ■ 危険債権 ■ 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

金融再生法開示債権比率 （単位：億円） 

自己資本比率 不良債権

連結会計期間
単位

令和元年度中間 令和2年度中間 令和3年度中間 令和元年度 令和2年度

決算年月 令和元年9月 令和2年9月 令和3年9月 令和2年3月 令和3年3月

連結経常収益 百万円 19,559 18,527 20,132 38,729 36,437

連結経常利益 百万円 2,549 2,794 3,539 5,935 4,093
親会社株主に帰属する中間純利益
又は親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 1,210 1,710 2,173 2,896 2,495

連結中間包括利益又は連結包括利益 百万円 3,747 3,682 395 △4,072 6,626

連結純資産額 百万円 138,066 132,180 134,199 130,273 135,103

連結総資産額 百万円 2,322,845 2,523,911 2,605,822 2,329,468 2,551,480
連結自己資本比率
（国内基準） ％ 9.70 10.40 10.74 9.78 10.62

（注）1．自己資本比率は、（（中間）期末純資産の部合計－（中間）期末新株予約権－(中間）期末非支配株主持分）を（中間）期末資産の部の合計で除して算出しております。
2．連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。

主要な連結経営指標の推移

連結決算


